
　

ま
ち
づ
く
り
の
基
本
構
想
を
位
置
づ

け
た
九
重
町
第
５
次
総
合
計
画
の
ス

タ
ー
ト
か
ら
２
年
目
の
年
を
迎
え
ま
す
。

　

本
年
度
も
、
九
重
町
第
５
次
総
合
計

画
で
掲
げ
る
ま
ち
の
将
来
像
『
未
来
へ

つ
な
ご
う
！
豊
か
な
こ
こ
ろ
と
癒
や
し

の
自
然　
～
み
ん
な
で
つ
な
ぐ　

未
来

へ
の
バ
ト
ン
～
』
の
実
現
に
向
け
、
引

き
続
き
住
民
と
行
政
の
協
働
の
ま
ち
づ

く
り
を
推
進
し
て
い
き
ま
す
。

　

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
に
お

い
て
は
、
今
後
５
類
へ
移
行
す
る
こ
と

に
よ
り
、
人
の
流
れ
が
活
発
化
す
る
こ

と
が
予
想
さ
れ
ま
す
。
こ
れ
ま
で
農
業

や
観
光
業
な
ど
の
地
方
経
済
を
支
え
る

基
幹
産
業
へ
の
打
撃
等
経
済
・
社
会
に

大
き
な
影
響
を
与
え
て
い
る
こ
と
か
ら
、

　

令
和
５
年
度
の
ス
タ
ー
ト
に

あ
た
り
、
町
政
運
営
の
方
針
に
つ

い
て
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

令
和
５
年
度
の
施
策
の
方
向

施政方針、教育行政基本方針とは？
　町政を進めて行く中でまず、総合計画という長
期計画を策定し、長期的な方針を決定しています。
　その達成のために、毎年度の町の考えや方針を
示しているのが、施政方針及び教育行政基本方針
で、通常第１回の定例議会にて説明を行います。

引
き
続
き
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染

症
に
係
る
補
助
金
や
交
付
金
等
を
活
用

し
、
地
域
経
済
の
再
活
性
化
に
向
け
た

支
援
を
行
い
ま
す
。
ま
た
、
災
害
復
旧

事
業
等
の
影
響
に
よ
り
進
捗
が
遅
れ
て

い
る
移
住
・
定
住
対
策
で
あ
る
宅
地
造

成
事
業
、
省
エ
ネ
ル
ギ
ー
対
策
と
し
て

施
設
の
Ｌ
Ｅ
Ｄ
化
事
業
や
社
会
資
本
・

公
共
施
設
の
老
朽
化
対
策
事
業
な
ど
に

も
取
り
組
み
ま
す
。

　

今
後
の
社
会
情
勢
を
見
通
す
こ
と
は

非
常
に
困
難
で
あ
り
ま
す
。
し
か
し
、

少
子
高
齢
化
・
人
口
減
少
に
よ
る
担
い

手
不
足
や
社
会
保
障
関
係
費
の
増
加
と

い
っ
た
本
町
の
抱
え
る
深
刻
な
構
造
的

課
題
の
解
決
に
向
け
、
子
育
て
世
帯
の

経
済
的
な
支
援
を
継
続
す
る
と
と
も
に
、

妊
娠
、
出
産
、
子
育
て
の
悩
み
等
の
相

談
や
支
援
が
で
き
る
よ
う
子
育
て
包
括

支
援
セ
ン
タ
ー
を
設
置
し
ま
す
。
ま
た
、

様
々
な
地
域
課
題
に
対
応
す
る
た
め
、

地
域
共
生
社
会
の
実
現
を
目
指
し
、
重

層
的
支
援
体
制
に
よ
る
地
域
福
祉
の
推

進
を
図
り
ま
す
。

　

引
き
続
き
、
行
政
改
革
を
実
行
す
る

と
と
も
に
、
外
部
人
材
や
民
間
の
力
を

活
用
し
つ
つ
、
持
続
可
能
な
財
政
基
盤

の
確
立
を
図
り
ま
す
。

●安全で安心なまちづくり
・激甚化・頻発化する自然災害における被災リスクの

軽減を図るため、減災対策や発生時の危機管理体
制を強化します。今年度は、玖珠郡合同防災訓練
により、大分河川国道事務所や県、陸上自衛隊、
消防、警察等の防災関係機関と地元協力団体と連
携した訓練を実施し、防災体制の構築と防災機能
の充実を図ります。

過年災復旧事業（761,913 千円）
消防車等購入事業（32,197 千円）

急傾斜崩落対策事業（13,046 千円）

●農林畜産業の振興
・農林畜産業従事者の高齢化が進み担い手が減少す

る中、持続可能な農業を実現するため、担い手の
確保・育成、農地の集積、省力化や低コスト化等
を進めていきます。

・専業ではなく農業を自分の暮らしに取り入れる兼業
生産者や多業生産者といった「小さな農業者」を育
てる取り組みを検討していきます。

玖珠郡キャトルステーション建設事業（27,839千円）
しいたけ増産体制整備総合対策事業（17,569千円）
くすここのえ産直ネット集出荷場等建設事業（5,157千円）

●子育て支援と児童福祉の充実
・「子ども家庭総合支援拠点」と「子育て世代包括
支援センター」を設置し、「九重町要保護児童対策
地域協議会」等の関連機関と連携し妊娠期から子
どもの社会的自立に至るまでの包括的かつ継続的
な伴走型支援体制の構築を図ります。

・「子宝手当」「出産子育て応援給付金」等子育て世
帯への経済的支援を継続します。

子ども家庭総合支援拠点及び子育て世代包括支援センター設置
子宝手当（13,560 千円）

出産子育て応援給付金（2,600 千円）

●健康・福祉・医療の充実と推進
・既存の制度のみでは課題が解消できないケースが

増えています。これらの課題を解消するためにさま
ざまな仕組みからなるセーフティネットを構築する
重層的支援体制をスタートします。

・町の健康づくりの方策や目標を示す「第３次健康
ここのえ２１計画」を策定します。町の健康課題
解決に向けた取り組みとともに、人と人とのつな
がりなど、「社会的健康」からの視点も提示でき
るよう検討を行います。

重層的支援体制整備事業 (44,431 千円 )
支え合い活動拠点整備事業 (1,000 千円 )

●商工、生活、定住対策等
・『九重町中小企業・小規模事業者振興計画』に
基づき小規模事業者等の経営強靭化を図ります。

・マイナンバーカードの申請・交付業務については、
時間外窓口の開設に加え、各行政区や事業所等に
出向く出張申請受付を引き続き実施し、マイナンバー
カード取得率の向上に努めます。

・釣住宅の空きスペース及び隣接地を活用した分譲
宅地の整備を図ります。

書曲改良住宅建設事業（19,397 千円）
釣住宅宅地造成事業（124,010 千円）

ケーブルテレビ機器更新事業（26,910 千円）

●学校教育、社会教育の推進
・学校教育では、「地域に開かれた教育」を実現する

ために取組んできた「ここのえ学園基本計画」の推
進が６年経過しているので、計画を見直し、取組み
を深めていきます。

・社会教育分野では、各地区公民館・ふれあい交流
センターを中心に「自助・共助・公助」のまちづくり
を推進し、「若者の社会教育活動の参加促進」をめ
ざした活動の充実を図ります。また、地区公民館と
地区協議会がより一層の連携と協働を深めます。

タブレット端末更新事業（9,656 千円）
スクールバス購入事業（11,856 千円）

文化センター舞台照明改修事業（112,880 千円）

●観光振興
・令和６年度に開始される「福岡・大分デスティネー

ションキャンペーン」に向け誘客促進を図ります。
・九重版 DMO の組織化について、外部の専門人材

の配置等を行い、早期の設立を目指します。
・泉水キャンプ村については、老朽化した給水管の

更新など、計画的に施設整備を行います。

DMO 設立関連事業（15,316 千円）
泉水キャンプ村改修事業（62,066 千円）

プロモーション用動画作成事業（896 千円）

●自然環境保全の推進
　　　・自然エネルギーの有効活用
・地球温暖化対策推進のため町内の防犯灯 LED

化事業を行います。
・ゼロカーボンシティ表明に向けた住民学習会の

開催や検討を行います。
・再生可能エネルギーについては、乱開発を抑制し

つつ、町内で検討が進むエネルギーの有効活用
を推進します。

・景観計画策定に向け、町内における景観保全と
景観形成の考え方について整理を行います。

小中学校体育館照明 LED 化設計（4,730 千円）
EV 車整備事業（4,683 千円）

施政方針と      教育行政基本方針の概要
令和５年度

特集①
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議会費 

1万 81 円 
 

町議会の運営のための経費 

総務費 

17万 290円 
 

役場の全般的な事務の経費、

ケーブルテレビの経費 

民生費 

18 万 9,158円 
 

高齢者や障がい福祉、

子育て支援等のための経費 

衛生費 

8万 5,676円 
 

保健衛生や疾病予防、

ゴミ・し尿処理のための経費 

農林水産業費 

7万 9,438 円 
 

農業、林業、畜産業の振興の

ための経費 

商工費 

3万 9,171円 
 

商工や観光の振興、

大吊橋運営のための経費 

土木費 

6 万 2,775円 
 

道路の改良・維持管理や

町営住宅改修のための経費 

消防費 

3万 1,615円 
 

消防団活動や広域消防の

負担金などの経費 

教育費 

10万 3,667 円 
 

学校教育や社会教育、スポーツ

や文化活動のための経費  

災害復旧費 

11万 8,476円 
 

災害復旧のための経費 

公債費 

7 万 8,931円 
 

町の借金を返済するための

経費 

諸支出金・その他 

2万 107円 
 

預金への積立や予備費など 

九重町人口（Ｒ５年２月末時点）８，６６７人で計算 

一般会計 ８５億７，５００万円 

　令和５年度においても、一昨年度から引き続き過年災害からの復旧事業（予算額：７億６，１９１万円）を

基軸に編成を行い、対前年度比２億２，５００万円減（▲２．６％）の予算となりました。 本年度も、まずは

過年災害からの早期復旧を最優先とする中で、定住促進を目的として宅地造成事業や、高齢化・人口減少など

様々な地域課題に向き合う地域共生社会の実現を目指すための、重層的支援体制整備事業など、「九重町第５

次総合計画」を基本とした予算を計上しています。 今後も、各種事業の進捗状況を踏まえた評価・検証・見え

る化を段階的に実施しながら、財政の弾力性を維持しつつ、持続可能な財政基盤の確立を目指します。 

　特別会計は、特定の収入をもって特定の

事業を行うため、一般会計と区別して事業

を行うもので、独立採算が原則です。５会

計総額で、約３４億１，６０４万円のうち、

最も多いのは、国民健康保険事業の１５ .０

０億円（４３.９%）。次いで、介護保険事業で、

１４.４２億円（４２.２％）となっています。 

区分 予算額 対前年度比 

国民健康保険 １５億４８万円 ▲1.2％ 

水道 ２億４，０５５万円 ９７．４％ 

飯田高原診療所 ６,９３９万円 ２．３％ 

介護保険 １４億４，２１１万円 ▲0.8％ 

後期高齢者医療 １億６,３５０万円 １．２％ 

特別会計 ３４億１，６０４万円 

（令和４年度対比 ２億２，５００万円減 [▲２.６％]） 

 財政構造をわかりやすくするため、町の財政状況を家庭の家計簿に置き換えてみます。

九重太郎さん家の１年間の総収入を実家からの援助や銀行からの借金などを含めて、５６４

万円*として、その内容をみていきましょう。 （*令和３年度国民生活基礎調査より、1世帯あたりの平均所得） 

 

九重町の総収入 ８５．８億円 

町税や譲与税など １６.１億円 

寄付金や諸収入など 7.７ 億円 

地方交付税 2５.０ 億円 

国・県支出金 １９.６億円 

地方債 ３.３ 億円 

繰入金 １４.１億円 

九重太郎さん家の総収入 ５６４万円 

給料や配偶者のパート収入 

農業収入など 
１５７万円 ２７.８ % 

実家からの援助金 ２９３万円 ５２.０ % 

銀行等からの借金 ２１万円 ３.７ % 

預金の取り崩し ９３万円 １６.５ % 

九重町の総支出 ８５．８億円 

人件費・物件費・補助費 ４３.３億円 

扶助費 5.２億円 

公債費 ６.８億円 

投資的経費 ２３.２億円 

繰出金 4.６億円 

積立金など ２.７億円 

九重太郎さん家の総支出 ５６４万円 

生活費や教育費、税金など ２８５万円 ５０.５ % 

医療費 ３４万円 ６.１ % 

ローンの返済金 ４５万円 ８.０ % 

車の購入や家の増改築 １５３万円 ２７.１ % 

子どもへの仕送り金 ３０万円 ５.３ % 

預金や予備的なもの １７万円 ３.０ % 

 

　恒常的な収入は、年間１５７万円、総収入の２７．８％です。九重町のような小規模市町村の収入構造は、
おおむねこのような形が多くみられます。九重太郎さん家は、今年、車の購入を予定しているため、その
財源を預金の取壊しと借金で賄います。実家からの援助金は、医療費や家の増改築など使い道が定められ
ています。 

依存財源（60.３％） 

自主財源（39.７％） 

特集②  
－持続可能な財政基盤の確立に向けて－

九重町の当初予算  
令和５年度

（令和４年度対比 ９，２３５万円増 [＋２．８％]） 

町民 1 人あたりに使われているお金 合計 9８万 9,385 円 
 

地方交付税  
2５億円 
（２９.２％）  

県支出金

  ９.９億円
（１１．６％）国庫

支出金

 ９.６億円

 （１１.２％）

その他 

８.４億円  

（９.７％）  

繰入金

 

１４.１億円

 

（１６.４％）

 

町税 
11.６億円

（1３.６％）
 

町債 3.３億円（３．８％） 

各種交付金 

３．９億円 

（4.５％） 

歳 入 

人件費 

1５．０億円 

（１７．５％） 

物件費 

１７.０億円  

（１９.９％）  

歳 出 
［性質別］ 

 

扶助費 

5.２億円 

（６.０％）

 

 

補助費等

11.２億円

（13.１％） 

投資的経費 

２３.２億円  

（２７.１％） 

公債費 

6.9億円  

（８.０％）

繰出金 4.６億円 

（5.３％） 

その他 2.７億円（３.１％） 
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